様式第3号（第6条関係）
　　年　　月　　日

認定訓練校育成事業費補助金　変更交付申請書
茨城県知事　　大井川　和彦　殿

中小企業事業主等

所在地

名　　　　称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　


　　年　　月　　日付け産人第　　号で交付決定のあった標記の補助金について、下記の通り変更したいので申請します。
記

1　交付を受けようとする補助金
	区　　　分
	補　助　金　の　額

	運営費
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	内訳
	長期間の訓練課程
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	共同認定職業訓練
充実化経費
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	短期間の訓練課程
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	施設費
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	設備費
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	補助金の総額
	金　　　　　　　　　　　　　　円


2　長期間の訓練課程の事業計画　変更前
(1)訓練生数
	訓練課程
	訓練系・専攻科名
	訓練生数

	
	
	総数
	第1年度
	第2年度
	第3年度

	普通・専門
	
	人
	人
	人
	人

	普通・専門
	
	人
	人
	人
	人

	普通・専門
	
	人
	人
	人
	人

	普通・専門
	
	人
	人
	人
	人

	合　　計
	人
	人
	人
	人


(2)職業訓練指導員数（講師含む）
	教　科
	指導員等数
	左のうち講師数
	指導員実数

	普通学科
	人
	人
	人

	その他の学科
	人
	人
	

	実　技
	人
	人
	

	合　　計
	人
	人
	


(3)訓練の教科及び訓練時間
	訓練系・
専攻科名
	教科の科目
	訓　練　時　間
	備考

	
	
	第1年度
	第2年度
	第3年度
	

	
	一　学科
	
	
	
	

	
	1　普通学科
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	2　系基礎学科
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	3　専攻学科
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	4　基準外学科
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	二　実技
	
	
	
	

	
	1　系基礎実技
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	2　専攻実技
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	3　基準外実技
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


（注）

　1　「学科」「普通学科」「系基礎学科」「専攻学科」「基準外学科」「実技」「系基礎実技」「専攻実技」「基準外実技」の各欄には、それぞれの合計時間数を記入すること。
　2　「合計」の欄には、学科・実技を合わせた時間を記入すること。
3　長期間の訓練課程の事業計画　変更後
(1)訓練生数
	訓練課程
	訓練系・専攻科名
	訓練生数

	
	
	総数
	第1年度
	第2年度
	第3年度

	普通・専門
	
	人
	人
	人
	人

	普通・専門
	
	人
	人
	人
	人

	普通・専門
	
	人
	人
	人
	人

	普通・専門
	
	人
	人
	人
	人

	合　　計
	人
	人
	人
	人


(2)職業訓練指導員数（講師含む）
	教　科
	指導員等数
	左のうち講師数
	指導員実数

	普通学科
	人
	人
	人

	その他の学科
	人
	人
	

	実　技
	人
	人
	

	合　　計
	人
	人
	


(3)訓練の教科及び訓練時間
	訓練系・
専攻科名
	教科の科目
	訓　練　時　間
	備考

	
	
	第1年度
	第2年度
	第3年度
	

	
	一　学科
	
	
	
	

	
	1　普通学科
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	2　系基礎学科
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	3　専攻学科
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	4　基準外学科
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	二　実技
	
	
	
	

	
	1　系基礎実技
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	2　専攻実技
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	3　基準外実技
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


（注）

　1　「学科」「普通学科」「系基礎学科」「専攻学科」「基準外学科」「実技」「系基礎実技」「専攻実技」「基準外実技」の各欄には、それぞれの合計時間数を記入すること。
　2　「合計」の欄には、学科・実技を合わせた時間を記入すること。
4　短期間の訓練課程の事業計画　変更前
(1)補助事業の実施期間
　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

(2)訓練生数
	①
	②
	③
	④
	⑤
	⑥
	⑦
	⑧
	⑨
	備考

	訓練課程
	訓練科名又はコース名
	訓 練

時 間
	集合訓

練時間
	訓　練

単位数
	1回

定員
	年間実

施回数
	延定員
	補助対

象人員
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	コース
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）

1　「④集合訓練時間」欄には、③訓練時間のうち集合で行う訓練時間を記入すること。
2　「⑤訓練単位数」欄には、職業能力開発促進法施行規則別表第4に係るもの（旧能力開発訓練）及び同規則別表第5に係るもの（旧1級、2級、単一等級技能士課程）については、記入を要しないこと。それ以外については、次により記入すること。

	集合訓練時間数
	12時間（職業能力開発促進法施行規則第3に係るもの（旧管理監督者訓練課程）は10時間）以上15時間以内　 ・・・・・・
	「1」

	集合訓練時間数
	16時間以上25時間以内　・・・・・・・・・・・・・・・・・
	「2」

	集合訓練時間数
	26時間以上40時間以内　・・・・・・・・・・・・・・・・・
	「3」

	集合訓練時間数
	41時間以上60時間以内　・・・・・・・・・・・・・・・・・
	「4」

	集合訓練時間数
	61時間以上80時間以内　・・・・・・・・・・・・・・・・・
	「5」

	集合訓練時間数
	81時間以上100時間以内 ・・・・・・・・・・・・・・・・・
	「6」

	集合訓練時間数
	101時間以上150時間以内　・・・・・・・・・・・・・・・・
	「7」

	集合訓練時間数
	151時間以上200時間以内　・・・・・・・・・・・・・・・・
	「8」

	集合訓練時間数
	201時間以上  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	「9」


3　「⑦年間実施回数」欄には、年間において実施するコースの回数を記入すること。
4　「⑧延定員」欄には、（⑥1回定員×⑦年間実施回数）を記入すること。
5　「⑨補助対象人員」欄には、（⑤訓練単位数×⑧延定員）を記入すること。
5　短期間の訓練課程の事業計画　変更後
(1)補助事業の実施期間
　　　　年　　月　　日から　　年　　月　　日まで

(2)訓練生数
	①
	②
	③
	④
	⑤
	⑥
	⑦
	⑧
	⑨
	備考

	訓練課程
	訓練科名又はコース名
	訓 練

時 間
	集合訓

練時間
	訓　練

単位数
	1回

定員
	年間実

施回数
	延定員
	補助対

象人員
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	短期・
専門短期
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	コース
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）
1　「④集合訓練時間」欄には、③訓練時間のうち集合で行う訓練時間を記入すること。
2　「⑤訓練単位数」欄には、職業能力開発促進法施行規則別表第4に係るもの（旧能力開発訓練）及び同規則別表第5に係るもの（旧1級、2級、単一等級技能士課程）については、記入を要しないこと。それ以外については、次により記入すること。

	集合訓練時間数
	12時間（職業能力開発促進法施行規則第3に係るもの（旧管理監督者訓練課程）は10時間）以上15時間以内　 ・・・・・・
	「1」

	集合訓練時間数
	16時間以上25時間以内　・・・・・・・・・・・・・・・・・
	「2」

	集合訓練時間数
	26時間以上40時間以内　・・・・・・・・・・・・・・・・・
	「3」

	集合訓練時間数
	41時間以上60時間以内　・・・・・・・・・・・・・・・・・
	「4」

	集合訓練時間数
	61時間以上80時間以内　・・・・・・・・・・・・・・・・・
	「5」

	集合訓練時間数
	81時間以上100時間以内 ・・・・・・・・・・・・・・・・・
	「6」

	集合訓練時間数
	101時間以上150時間以内　・・・・・・・・・・・・・・・・
	「7」

	集合訓練時間数
	151時間以上200時間以内　・・・・・・・・・・・・・・・・
	「8」

	集合訓練時間数
	201時間以上  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
	「9」


3　「⑦年間実施回数」欄には、年間において実施するコースの回数を記入すること。
4　「⑧延定員」欄には、（⑥1回定員×⑦年間実施回数）を記入すること。
5　「⑨補助対象人員」欄には、（⑤訓練単位数×⑧延定員）を記入すること。
6　施設及び設備の事業計画　変更前
　(1) 補助事業の実施期間
　　　　　年　　月　　日　から　　　年　　月　　日　まで

(2) 施設及び設備の内容
　ア　職業訓練共同施設は、職業訓練共同施設設置計画書変更前（様式第1号の2）のとおり。

　イ　職業訓練共同設備は、職業訓練共同設備設置計画書変更後（様式第1号の3）のとおり。

7　施設及び設備の事業計画　変更後
　(1) 補助事業の実施期間
　　　　　年　　月　　日　から　　　年　　月　　日　まで

(2) 施設及び設備の内容
　ア　職業訓練共同施設は、職業訓練共同施設設置計画書変更前（様式第1号の2）のとおり。

　イ　職業訓練共同設備は、職業訓練共同設備設置計画書変更後（様式第1号の3）のとおり。

8　補助事業に要する経費　変更前
(1)収　入
	区分
	収入科目
	金　額
	内訳（賦課方式、員数等を記入）
	収納予定日

	長期間の

訓練課程
	
	
	
	

	
	小　計
	円
	
	

	短期間の

訓練課程
	
	
	
	

	
	小　計
	円
	
	

	施設費
	
	
	
	

	
	小　計
	円
	
	

	設備費
	
	
	
	

	
	小　計
	円
	
	

	合　　計
	円
	
	


(2)支　出
　ア　長期間の訓練課程
	支 出 科 目
	金　　額
	内訳（品名・数量・単価等を記入すること）

	1号経費
	
	

	2号経費
	
	

	3号経費
	
	

	4号経費
	
	

	5号経費
	
	

	共同認定職業訓練充実化経費
	
	

	対象経費計
	円
	

	
	
	

	対象外経費計
	円
	

	合　　計
	円
	


イ　短期間の訓練課程
	支 出 科 目
	金　　額
	内訳（品名・数量・単価等を記入すること）

	1号経費
	
	

	2号経費
	
	

	3号経費
	
	

	4号経費
	
	

	5号経費
	
	

	対象経費計
	円
	

	
	
	

	対象外経費計
	円
	

	合　　計
	円
	


　　（注）記入に当たっては、職業能力開発促進法施行規則別表第4に係るもの（旧能力再開発訓練）、同規則別表第5に係るもの（旧1級、2級、単一等級技能士課程）、それ以外のものごとにこの表を使用すること。

ウ　施設及び設備費
	事業区分
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	その他の経費
	備　　考

	施設費
	円
	円
	円
	

	設備費
	円
	円
	円
	

	合　計
	円
	円
	円
	


9　補助事業に要する経費　変更後
(1)収　入
	区分
	収入科目
	金　額
	内訳（賦課方式、員数等を記入）
	収納予定日

	長期間の

訓練課程
	
	
	
	

	
	小　計
	円
	
	

	短期間の

訓練課程
	
	
	
	

	
	小　計
	円
	
	

	施設費
	
	
	
	

	
	小　計
	円
	
	

	設備費
	
	
	
	

	
	小　計
	円
	
	

	合　　計
	円
	
	


(2)支　出
　ア　長期間の訓練課程
	支 出 科 目
	金　　額
	内訳（品名・数量・単価等を記入すること）

	1号経費
	
	

	2号経費
	
	

	3号経費
	
	

	4号経費
	
	

	5号経費
	
	

	共同認定職業訓練充実化経費
	
	

	対象経費計
	円
	

	
	
	

	対象外経費計
	円
	

	合　　計
	円
	


イ　短期間の訓練課程
	支 出 科 目
	金　　額
	内訳（品名・数量・単価等を記入すること）

	1号経費
	
	

	2号経費
	
	

	3号経費
	
	

	4号経費
	
	

	5号経費
	
	

	対象経費計
	円
	

	
	
	

	対象外経費計
	円
	

	合　　計
	円
	


　　（注）記入に当たっては、職業能力開発促進法施行規則別表第4に係るもの（旧能力再開発訓練）、同規則別表第5に係るもの（旧1級、2級、単一等級技能士課程）、それ以外のものごとにこの表を使用すること。

ウ　施設及び設備費
	事業区分
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	その他の経費
	備　　考

	施設費
	円
	円
	円
	

	設備費
	円
	円
	円
	

	合　計
	円
	円
	円
	


10　補助率　変更前
　(1)長期間の訓練課程

	補助申請額　：
	円
	×100＝　　　　　%

	補助対象経費：
	円
	


(2)共同認定職業訓練充実化経費
	補助申請額　：
	円
	×100＝　　　　　%

	補助対象経費：
	円
	


(3)短期間の訓練課程
	補助申請額　：
	円
	×100＝　　　　　%

	補助対象経費：
	円
	


　(4)施設費

	補助申請額　：
	円
	×100＝　　　　　%

	補助対象経費：
	円
	


  (5)設備費
	補助申請額　：
	円
	×100＝　　　　　%

	補助対象経費：
	円
	


　(6)補助金総額

	補助申請額　：
	円
	×100＝　　　　　%

	補助対象経費：
	円
	


11　補助率　変更後
　(1)長期間の訓練課程

	補助申請額　：
	円
	×100＝　　　　　%

	補助対象経費：
	円
	


(2)共同認定職業訓練充実化経費
	補助申請額　：
	円
	×100＝　　　　　%

	補助対象経費：
	円
	


(3)短期間の訓練課程
	補助申請額　：
	円
	×100＝　　　　　%

	補助対象経費：
	円
	


　(4)施設費

	補助申請額　：
	円
	×100＝　　　　　%

	補助対象経費：
	円
	


  (5)設備費
	補助申請額　：
	円
	×100＝　　　　　%

	補助対象経費：
	円
	


　(6)補助金総額

	補助申請額　：
	円
	×100＝　　　　　%

	補助対象経費：
	円
	


12　口座振込先
	銀行振込先
	銀行　　　　　　店
	口座番号
	

	ﾌﾘｶﾞﾅ
	

	口座名義
	


（備考）本申請書の様式は、日本工業規格A列4番とすること。
2

